
法 規 範 論一発話の予期帰属理論の試み (上）

宮台真司
我々は法現象の核心を，“紛争に対処する発話の固有の予期帰属の型を社会空間内に一様に実現する

● ●

装置”の総体として把える。先ず従来の法理論における法定義が社会学的には不備なものであることを
示す。次に「発話の予期帰属性」という新しい概念を定式化し，それを用いて法現象の核心を把握する。

● ●

最後に上記の装置の下位類型を法制史の記述に適用する。

目 次
法現象の定義に於ける在来理論の限界
「発話の予期帰属性」概念の定式化
法現象の本質規定へ
原初的法段階に於ける法的発話の構成戦略
高文化法段階に於ける法的発話の構成戦略
（以上本稿，以下次号掲載）
実定法段階に於ける法的発話の構成戦略
結語～制度の一般理論へ向けて～

を左右する条件を同時に明示しない限り，特定
社会内の形象へと制限された法概念は理論社会
学上の意義を極端に減殺される。
Malinowski[1926=1942→1967][1934=

1942→1967〕によれば，社会によっては上記
の意味での法が発見できないにせよ，そう｜した
社会にはそれと機能的に等価な形象が内蔵され
る。彼はトロブリアンドに於ける，一定の条件
下での自殺遂行・集合的言説行使・呪術・卜占
などに，その例を見出す。これら諸形象が司法

● ● ● ● ●

権力と共有する等価な機能は,成員に責務obli-
● ● ● ● ● ● ● ●

gationを履行させることであるとされる(Malin-
owski[1926=1942→1967:37])(')。
この見解は，司法権力（による強制）のよう

な特定社会に見出される実物(material)によ
ってではなく，あらゆる社会に一般的に想定可

● ●

能な充分に特定化された機能によって，法現象
の一般的規定を与える，という方法を示唆する
ように見える。勿論，「社会の統合機能」の如
き規定では（宗教，道徳などとの境界区分を図
れないという点で)，特定化が充分ではない。
その意味では上記のMalinowskiの機能的な規
定も，特定化が不充分である。
法理学の伝統には，法現象の規定を司法権力

から切断するものがある。この伝統は遡ぼれば
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１法現象の定義に於ける在来理論の限界
【１】法を司法権力一公認された裁定一執行
機関一の存在によって規定する試みが，従来
数多くなされている。(e.gWeber(1922→1960
=１９７４:６],Radcliffe-Brown(1933→1974
:171],Pound[1942]遡ってはAustin[1832
→1954:２２ff],Bentham(1838-1843)な
ど強制説ないし主権者命令説の系譜｡）
だが，司法権力を知らない社会が存在するこ

とを見出した法人類学の業績(L-Malinowski
〔1926＝1942→1967〕）は，こうした法概念の

● ● ● ● ● ●

規定を社会学的には危機にさらす。上記の規定
に固執し，若干の社会は法を有さぬという(L>
Radcliffe-Brown(1933=1974:１７６))こと
もできる。だがその場合，社会内での法の有無
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ば,この立場は,言語ﾃー 里(L>Wittgensteim
● ● ●

〔1936-1949→1953＝1976〕）の複合によって
法現象を把握するものである。「責務を課す１

● ● ● ● ●

次ルール」は社会成員が自他相互に一定の内容
● ● ● ●

の責務を課し合うという遂行的performative
● ● ● ●

な事実性，すなわち「責務を課し合うという言
語ゲーム」に対応する。「２次ルール」は社会
成員が自他相互に「責務を課す１次ルール」に

● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

対して一定の形式で対処し合うという遂行的な
● ● ●

事実性，すなわち「責務を課すゲーム・に言及
する言語ゲーム」に対応する。この２次ルール
の例としてHartが挙げるのは，相互の責務を

● ● ● ●

最終的に確認する「承認のルール｣，相互の責
● ● ●

務を変える「変更のルール｣，責務（のルール）
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

への違背の如何を確定し・確定された違背に対
● ● ●

処する「裁定のルール」である。立法（制定・
廃止）は変更のルールに従うゲームだが，この
ルールは立法者や手続や内容制限を与えるもの
である(L>Hart(1961=1976:105])｡裁判
は裁定のルールに従うゲームだが，このルール
は裁定者や裁定手続（三審制等）を与える(L>
Hart[1961=1976:106])。承認のルールは
我々の法文化では，立法または判決の存在を示
す公的証明書・謄本（法テクスト)，または慣

● ● ● ● ● ●

習とされている事柄を参照することにより，相
● ●

互の責務や権能を確認するという営為を結実す
る(Hart[1961=1976:104-105))｡承認の
ルールは我々一般人が会社設立に際し登記関係

● ● ● ● ●

の諸法を確認するなどの場合に用いられるのみ
ならず，裁判の判決理由内で法の在り処に関説．

● ● ● ●

する場合にも用いられ，また議会が，修正すべ
● ● ● ● ●

き法に言及する場合にも用いられる。つまり立
● ●

法や裁判の営為はその内部で承認のルールを前
提とする。だがそれだけでなく，立法や裁判の

● ●

ルール（変更・裁判のルール）自体の妥当性は
● ● ● ●

最終的に-憲法／女王の命令／…によって与

自然法思想の系譜にまで到る(2)。だが，それと
は別に特に注目に値するのが,Dewarkin(1978]
らと共に法＝慣習説を代表するHart[1961
＝1976〕，及び意味論的システム論を背景に固

有の制度論的アプローチを展開するLuhmann
〔1972＝1977〕である。両者の議論は，司法権
力の存在を法現象のメルクマールとはしない点
で謂ゆる法実証主義の大勢(3)から区別され，さ
らに法／道徳（ある法／あるべき法）の必然的
関連を否定する点で謂ゆる自然法理論からも隔
たっている。その意味では後述する我々固有の
立場と類似する。彼らのアプローチか充分な成
功をおさめているかどうかを見定めよう。
【21Hart[1961=1976)は在来の法理論を
｢威嚇理論」(L委注(3)」と「道徳理論」に大別す
る。前者は法を威嚇による命令の一種と見倣す。
だがAustinに代表されるこの立場は，法を犯罪
的脅迫から区別するべく，一般的服従習慣・主
権者の如き暖昧な道具立てを追加せざるを得ず
(L>Hart[1961=1976):26-28],また現実
の法現象の多様性に対する記述力を欠く(L>
Hart(1961=1976:29f])(4)｡後者の道徳理
論は法の効力を道徳的価値に求める立場であり，
伝統的自然法論に代表されるが，この立場は①
道徳に適う／適わぬ法という言語の使用の禁止

● ● ● ●

により，現に生じる。法に対する種々の社会的
●

反作用を視界から逸する，②「これは法たるべ
● ● ●

き故に法である」という反動主義者の論法及び
● ● ● ●

「これは法たらざるべき故に法ではない」とい
うアナキストの論法に対処できない，③現実の
法観点の多様性の記述力を欠く，等の問題を有
する。かようなHartの論難は全く妥当である
が，その代替案は如何なるものか見てみよう。
Hart[1961=1976]は法現象を「責務を課

す１次ルール」と「それに言及するための２次
ルール」の結合と把える。橋爪〔1984〕に従え
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ｌ
ｌ
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● ● ● ● ● ● ● ● ●

えられるなどなどの-，何ものかの参照によ
● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

ってルールを確認する承認のゲームが，与える。
● ● ● ●

この最後の承認のゲームのルールは，その妥当

ル」-と，それに対処する２次ゲーム（２次
● ●ルールに基くゲーム）の内部で対象的に言表さ

ｑ ｌ ● ●

れた１次ルールー橋爪〔1984〕では「可視的
●

な１次ルール」-とは，全く性格を異にする。
Hartは両者を同一視することで矛盾を招来し
ている。Hart[1961=1976:105)は，変更の
ルールに基く２次ゲームが本来それ自身は静的
性質をもつ１次ルールを改変(導入･削除･修正）
すると述べる。だが我々から見れば，２次ゲーム
が改変するのは取り敢えずは可視的な１次ルー
ル(e.g法テクスト）である。改変された条文が

● ● ●

人々に従われないことがあるように(e.g非実効
●

的な法)，伏在する１次ルールレベルでは何の変
化も生じないことがあり得るからである。２次
ルールが１次ルールの静的性質に対処するとい
う場合に問題とされているのは，伏在する１次
ルールである。故にHartの理論では当然に２
次ルールが伏在する１次ルールを改変可能でな
ければならない。だがHartの理論の内部ではそ
の可能性は保障されない。我々の考えでは，こ
の欠陥は，法現象を１次ルールと２次ルールの

● ●

結合として把握する視点自体の欠陥であり，理
論の小修正では解決できないと思われる。
以上に述べたようなHart理論の諸欠陥は，

その淵源を法理論の言語ゲーム論的構成という
● ●

方法自体に辿ることができよう。故に我々は
Hartの方法的立場に与し得ないことになる(6)。
【３】次にLuhmann(1972=1977]の法理論
の妥当性を検討しよう。Luhmannの法理論は，
Hart[1961=1976]の重要な着想の幾つかを
継承しつつも，言語ゲーム論的概念枠組を破棄

● ● ● ● ●

してルール概念を独特の制度概念へと置き換え
ることで，上記の欠陥に巧妙に対処しようとす
る試みである，と見られる(7)｡Luhmann[1972
＝1977：３５〕によれば,＜法の機能は予期構造
の整合的な一般化として規定され記述される｡＞

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

性を確認するケームをその外に持たないので
｢究極の承認のルール」と呼ばれる(Hart[1961
=1976:125ff])。
Hartの要点は以上に尽きる｡Hartの理論は

法現象の構成要素の相互関係をグローバルに把
える画期的なものであり，後述のLuhmann
〔1972＝1977〕や我々の理論にも大きな影響を
与えるが，同時に幾つかの難点を有する。その
うち最大のものを２点挙げよう(4)。
第１にHartの理論はその概念構成の性質上，

近代実定法空間成立の意義に対する評価が（後
述のLuhmann第に比しても）不充分であるこ
と。Hart(1961=1976:100-103]によれば，
法発達段階は，責務を課す１次ルールのみを有
してそれに対処する２次ルールを持たない「原
初的法primitivelaw」と，責務を課す１次ル

● ●-ルとそれに対処する２次ルールの結合union

を有する「発達した法体系advancedsystem
oflaw」との２段階に大別される。後者は，
● ● ●

全ての法の改変可能性を法テクストの内部に書
き留めて謂ゆるlega l i sm-ru leof ru lesの
理念一を結実し得た近代実定法空間と，改変

● ● ● ● ●

不能な最高の基準(L>Hart[1961=1976:115
-116〕）を法体系内に有する高文化Hochkul-

tuvenの法空間や絶対主制の法空間とを，共に
含む。だがHartの道具立ては，上記下位類型
の種差に対する記述力を原理的に欠く。その理
由は，複合言語ゲーム論的構成を採用すること
にある(5)。
第２に，１次ルールと２次ルールの複合とい
うアイディア自体に難点がある。人々が相互に
責務を課し合っているという遂行的事実性一

● ● ● ●

橋爪〔1984〕の呼び方では「伏在する１次ルー
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● ●

決定手続」の概念であり，理論の成否もこの点
に掛かっている。Luhmannに依れば，法的決
定手続（以下手続と略記）とは，「制度化する
ことの制度」(Luhmann[1972=１９７７:８８])
である('0)｡別の言い方に依れば手続は「再制度

● ●

化｣＝｢二重の制度化｣の機能を持つ(Luhmann
● ●

〔1972＝1977：９３，１９４〕）。先述の通り制度と
● ● ● ●

は，或る予期を任意の第３者が持つ。と認知的
に予期し得ることである。これに対し制度化の
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

制度とは,手続を経由して表出された予期(e.g
裁判官の予期）を任意の第３者が持つ。と認知
的に予期し得ることである(Luhmann[1972=

● ● ● ● ●

1977：８８，１９４〕）。すなわち，或る予期は，手
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

続を経由している限りに於て，任意の第３者が
持つ。と認知的に予期できるものになる。つま

● ● ● ● ● ● ● ●

り手続は予期を制度化する機能を持つ制度であ
る(Luhmann(1972=1777:194))。この,手
続の有する制度化の機能は，特別に分離された
役割を帯びる個人やその集合が，不特定の任意

● ●

第３者を代理する，ということに相当する(Lu-
hmann[1972=1977:88))。以上に述べた制
度代することの制度という概念が,Luhmann
〔1972＝1977：９３〕自身述べる通り，ルールに
対処するルールとして規定されたHart[1961
＝1976〕の２次ルールの概念に類似することは一

目瞭然である。またLuhmannの法発達３段階図
● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

式も,制度化することの制度に着目すれば，それ
が未だに成立しない原初的法段階と，既に成立を
見た高文化法段階及び実定法段階とが対立し，
Hartの２段階図式と対応づけ得る。また法発達
段階に対して機能論的了解('１)を与える点でも両
者は共通する。Hart(1961=1976:101f]に依
れば,血縁･共通心情･信念紐帯で結合する安定

● ● ●

的小規模社会ならば，１次ルールのみで問題を
● ● ● ● ● ● ●

生じない。だがそうでない場合に問題となる１
● ● ● ●

次ルールの不確定性（どれが１次ルールなのか

「整合的一般化」とは，「時間的一般化」（予期
が違背認知後も維持される規範的予期(8)と化
すること)，「社会的一般化」（当の予期を任意
の第３者に帰属できることへの認知的予期(8)が
生じること)，「内容的一般化」（予期対象たる
行為が担い手や情況の個別性を離脱した抽象的

● ●

範晴にる言及を受けること)，の複合である。ひ
と口で言えば，或る一般範晴によって行為に言

● ● ● ● ●

及する規範的予期・を任意の第３者に帰属でき
● ● ● ● ●

ること。への認知的予期の成立，である。Lu-
hmannの用語法によれば，任意の第３者が持

● ● ● ● ● ●

つと認知的に予期される予期（＝社会的に一般
化された予期)は,「ルールRegel｣(L参Luhmann
〔1972＝1977：43-44〕）または「制度」(L>
Luhmann[1972=1977:７６-７９])と呼ばれ
る(9)o我々はHartのルール概念との混同を避け
るべく後者の用語を採択しよう｡するとLuhmann
のいう注とは,長たゐ帝''度（=社会的に一般化
された予期）ではなく，①一般的な行為範晴を
用い（内容的一般化）②規範的予期を対象とす
るもの（時間的一般化）であることが判る。こ
のように規定された法の概念が,Hartのいう

● ● ● ● ●

「責務を課すルール」の概念と，外延的にはほ
ぼ同一の領域を覆うようにつくられているらし
いことは，注目に値する。
LuhmannはHart同様に法発達段階を区分す
るが,Hartと異なり,「原初的な法archaisches
Recht｣/｢前近代高文化の法Rechtvorneuzei-
tlicherHochkulturen｣/「実定法positives
Recht」の３段階である。原初的な法とは，法
的決定手続を未だ結実していない法段階である。
決定手続を結実した法段階の中で，その手続が
● ● ● ● ●

法適用＝裁定に限定される段階が高文化の法で
● ● ● ● ●

あり，更に法制定＝立法にまで拡張された段階
が実定法である(L>Luhmann[1972=1977:
165-166])｡Luhmann法理論の中軸は「法的

-４１-
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不明確),静的,艫(変化しにくさ),非易奉佳
（自力救済によるリスクや無駄）に対処するの
が，それぞれ承認・変更・裁定の２次ルールで
ある。他方Luhmannに依ればく親族原理によ
り相対的に低い複雑性のレベルに固定された。
単なる繰返しが行なわれる社会>(Luhmann

● ● ● ● ●

〔1972＝1977：166〕）ならば,制度の自明性ゆ
● ● ● ● ● ● ● ●

えに制度化の制度は必要ない。だが社会の経済
的階層分化・機能分化は紛争件数を増大させる
のに加え，自力救済・血讐の子見不能性は重大
化した経済的信用制度に不都合を来たす｡裁走

● ● ● ● ● ●

手続という制度化の制度はこうした問題に対処
する(Luhmann(1972=1977:176-177))。

● ● ● ●この際，法が裁定の子見可能性を与える決定前
● ● ● ● ●

提の複合体（法テクスト）と化すことがあり，
この場合のみ高文化段階から実定法段階への発
展ルートが確保される(Luhmann[1972=1977
：176-206〕)。社会の更なる機能分化は，増大
し変化する部分システム間の摩擦の調整の必要

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●に対応して，上記の決定前提複合体たる法が社
会た学雪する必要を生む｡立法手続という滞り度
● ● ● ●

化の制度はこうした必要に対処する(Luhmann
[1972=1977:212-224])('2)｡
上記のパラレリズムにより,Hart法理論の
記述性能は太半L1'hmann法理論に移植される。
だがLuhmann法理論の方が際立つのは,Hart
法理論が原理的に欠く実定法段階の記述力に於
てである。法の実定性Positivitatとは,妥当す
る法（裁定の決定前提複合体）が制定されたも
のだということを指す周知の概念である(Lu-
hmann[1972=1977:229))。だが,立法者に

● ●

よる制定という１回的歴史事実の観念だけでは
● ●

実定性の指標とはならない。こうした観念は古
来より人定性概念として存する。実定性の指標

● ● ● ● ● ●

は，法変更可能性についての持続的法体験であ
り，これを与えるのが「法変更の合法化」であ

る(Luhmann[1972=1977:230])。これは，
合法的手続（政治的プロセス）を経由した決定

● ●

が新たに法となるようになることである。法変
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

更についての法の成立は,規範化の反射性Ref-
lexivitat(L診注10)の成立に相当する(Lu-
hmann[1972=1977:234))｡反射性一般の
持つ特性により，法定立の選択作用が拡大し，

● ● ● ● ●

注が社会に学習（適応）し得る度合は上昇する
(Luhmann[1972=1977:235))。この反射性

● ●

は，法領域の。他の領域(e.g道徳)からの無関
● ●

連化により可能とされるメカニズムである。こ
の無関連化は部分システムの分離Ausdiff(eren-

● ●

zierungに相当するが，これらは手続の設置に
より与えられる(Luhmann[1972=1977:
241〕）('3)。さて「法変更の合法性」概念は，法
変更の営み（に対応する変更のルール）を・或

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●る最高の基準(e､ｇ憲法)に照合して承認する究
● ● ● ● ● ● ● ●

極の承認のルール，というHartの概念を想起
させよう。だがHartの言語ゲーム論的構成では，
当の最高の基準までもが変更の対象となる場合
に，究極の承認のルール／変更のルールという

● ● ● ●

区分が，相互言及により無効と化す(L>注5)。
Luhmannの規範化の反射性概念は，法が。自

● ● ● ●

ら承認する手続により承認される，という自己
● ●

言及Selbstreferenz(L>Luhmann[1984:
229〕）を許容するので(14),上記相互言及に相
当する事態を記述し得る。この点が，実定法段
階の記述力に於てLuhmann(1972=1977]が
Hart[1961=1976)を凌ぐ理由である。
だがそのL11hmann法理論には，重大な欠陥

が幾つかある。そのうち最大のものを２点挙げ
よう。
第１にLuhmann法理論には彼の言に反して

● ●一貫した法定義は与えられていない。彼は予期
● ● ● ● ● ● ● ● ●

構造の整合的一般化一或る一般範晴により行
為に言及する規範的予期を任意の第３者ｶｺ持つ

-４２-
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● ●

第２の欠陥とは，法的決定手続の存在を制度
● ● ● ●

化の制度の存在と見倣す見解自体であり，彼の
● ● ●

法理論の中核に関わるものである。一般に，法
的決定手続を分離(Ausdifferenzierung)した
社会(e､ｇ我々の近代社会）に於て,或る予期が，
手続経由で表明されたものであることによって，
任意の第３者のもつ予期であると当事者たちに

● ●

よって予期される，という事態は普遍的だろう
●

か？否であると断言しよう。一般に当事者はそ
● ● ● ● ● ● ● ● ●

うした予期は持たないし，持つ必要もない。
Luhmannの先の発想は，手続を立法手続と
見倣す場合,Hartの第２の欠陥と同様の難点
に見舞われざるを得ない。予期が手続経由で表

● ● ●

明されることで制度化される一任意第３者が
持つと認知的に予期されるものとなる一とい
う考え方は，２次ルールに基く営み（＝手続に
従がう営為）によって１次ルール（＝制度）が
改変されるという考え方と同じである。この発

● ●

想は，法テクストの改変を無条件に制度の改変
と同一視するものであり，受け容れ難いもので
あることを既述した。同様に手続を裁定手続と
見倣す場合も，難点を逸れない。これらの立場

● ● ● ● ●

は，定立された法規範の直接的伝達乃至法規範
により制御された司法権力の裁定・執行による
● ● ● ● ●

間接的伝達が，当該社会の行為規範空間を制御
する，と考える「法の社会制御理論」(e､ｇ川

● ● ● ●

島[1977:20-32])と同様に伝達問題に突き
当たる。法テクストやそれに基く裁定・執行が
多くの場合社会全域に伝達されること力§なく日
常生活から隔離されている事実は，これらの立
場に整合しない。奇妙なことにこの不整合は
Luhmann自身により発見されている。彼によ

● ● ● ● ● ● ● ● ●

れば，裁定が制度と同等の拘束力を（被伝達者
に対して）発揮するのは，内容が任意の第３者
の実際の意見と同じであると見倣されるからで
はない(L>Luhmann[1972=1977:285])。現

ているだろうという認知的予期一を以って法
定義とする(L>Luhmann(1972=1977:35,
247〕）。だがLuhmannの法記述を追尾すると，
この法定義は彼の法発達の３段階区分のうちの
● ● ● ● ● ● ● ● ●

原初的な法段階にしか適用されていない。高文
● ● ● ● ●

化の法段階では，法は裁定のための決定前提複
合体(e.g法テクスト）として事実上規定され
ている(L>Luhmann[1972=1977:179])｡
● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

実定法段階では，法は裁定及び合法的立法のた
めの決定前提複合体としての規定を与えられて
いる。更にこの段階では，全体社会の複雑性故
に，上記決定前提複合体としての法と，整合的
に一般化された予期の総体との間に，ズレが生
じるとされる(LaLuhmann[1972=1977:
247〕)。＜法はその性格を変えるに到る＞
(Luhmann(1972=1977:247))のが確かだ
としても，それら性格の異なる複数の装置を全
て産と名付ける根拠となる．法の一般的規定が
何であるのか,不明であることに注目しよう('5)。

● ●

だがLuhmannの本意を付度することはできる。
● ● ● ● ● ●

高文化の法及び実定法は共に制度化の制度-
或る予期が，手続を経由して表明されたもので
ある限りに於て，任意の第３者が持つ。と認知
的に予期できること-を有するとされていた。

● ●

この制度化の制度は，予期を整合的に一般化す
●

る点に注意しよう(L-Luhmann(1972=1977
：194〕)。つまり制度化の制度は，整合的に一

● ● ● ●

般化した予期を産み出すことができる。従って，
● ●

法は，「整合的に一般化した予期・の存在」か
● ● ● ●

ら「整合的に一般化した予期・の産出装置」へ
● ●

とく性格を変える＞ことになる。両者とも事後
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

的には或る予期を整合的に一般化している点に
変わりはないから，この点が法の最も一般的な
●
● ● ●

機能的規定だ，というのがLuhrnannの本意に
相違ない。だが以下述べる第２の欠陥によりこ
の機能的規定も採用不能であると判明する。

’
’
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に裁定は社会に半数以上の幻滅者をもたらすこ
ともある(L>Luhmann[1972=1977:287])。

● ● ● ● ● ● ● ● ●

裁定の制度と同等の拘束力は，手続を経由した
● ●

決定（予期の表明）を学習することに対する規
範的予期を任意の第３者が持つ。という認知的

● ●

予期が広汎に分有されているという事実（＝決
● ● ●

定の正統性）に基くというのが，彼の見解であ
る(L>Luhmann(1972=1977:286-290))。

● ● ● ● ● ●

我々とし̅Lは，法的手続は制度化の制度である
とする見解を拒否し，法的手続を経由すること
で決定の正統性か実現されて制度と同等の拘束
力が被伝達者にもたらされるとする見解だけを
上記見解を代替し得るものとして再発見しよう。
すなわち被伝達者は，誰もか決定学習を規範的
に予期している。と思うが故に，決定に対して
抵抗できにくくなる，という見解である。この

● ● ●

ことと，手続か新たに予期を制度化することと
は別問題である。いづれにせよ，法的決定手続

● ● ● ● ● ●

の存在を制度化の制度の存在と見倣す立場の成
立不可能性は，法現象の機能的規定を（事後的
な）予期の整合的一般化機能によって与える余
地を閉ざすことを確認して置く。
以上に述べたようなLuhmann法理論の諸欠

陥は，法現象の一般的規定を整合的に一般化し
た予期によって与えようとする試み自体の妥当
性を疑わせるに充分なものである。
我々にとり注目に値するのは,HartもLu-
hmannも共にある程度パラレルな法発達段階図

● ● ● ● ● ●

式を用いながら，やはり共に，原初的法段階
（１次ルールのみを有する段階／予期か初めか

● ● ● ● ●

ら整合的に一般化している段階）とそれ以上の
● ● ●

法段階（２次ルールを有する段階／決定手続を
● ● ● ● ●

分離した段階）との双方に通底するような法現
象の本質規定を与えることに失敗している点で
ある。
【４】次に我々は，司法権力の存在によらない

で法現象に一般規定を与える試みとして，橋爪
〔1978〕〔1981〕の「法の非人称発話論｣を検討
しよう。橋爪〔1978〕〔1981：98-99〕によれ
ば，法現象の定義は，共同利害を告知する言表

や ● ● ● ●

の。非人称発話による実現，として与えられる。
非人称発話とは，発話する個体から見て発話者
か自分自身であるとは了解できない発話(L諺橋
爪〔1978：３５〕）のことである。橋爪は非人称
発話の例として，分裂性発話・懸依・自動筆記
・真理の告知・判決の告知を挙げる。橋爪は非
人称発話の説明に理論言語学に於けるRoss(1970)
の遂行分析performativeanalysisを引合いに
出す。speechacttheoryの祖Austin(19160=
1978〕は，発話か言語の外側に拡がる世界を言
語の側へと写し取る機能を持つ（従って真理値
を論じ得る）以外に，約束・判決宣告・警告な
どのように発話自身か行為actとして社会関係
を事実的に定在させていくことで世界の構成素

● ● ●

となる機能（＝遂行性）を持つことを明らかに
した｡Ross[1970]はこれを踏まえて，理論言
語学の立場から，あらゆる発話文の深層構造に
①遂行動詞(TELL/IMP/WARN/ASK…）
②深層主格(I)③深層間接目的格(YOU), ,の
３要素か見出されることを証明しようとした(１６も
たとえば"JohnlovesMary' 'の深層構造は
ITELLYOU[JohnlovesMary]である。橋

アイ
爪によれば発話によっては深層主格はＩを取り
得ない。例えば定理の告知の場合のように深層
主格か特定の誰でもないケース(eg.dTELL
YOU ( 1p l u s l i s e g u a l t o２ ) )もある(L >
橋爪〔1978：３８〕)。これか非人称発話である。

● ●

橋爪によれば，原初的法文化に見出される瀝依
は，個体の心的喪失を代償として個別的な不法
事態に対する非人称発話を実現する工夫である
(Lシ橋爪(1981:101))。司法権力の分化した
法文化では，法的発話は，組織体の集合的'作動
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知は了解者に普偏妥当性の信奉を抱かせること
によって定義されよう。だが裁判官の判決は，
妥当な判決／妥当でない判決，正しい判決／誤
った判決，といった言語使用が傍証するように，
了解者による普偏妥当性の思念によって定義し
得るものではない。判決の如き特殊な発話を記
述するには，非人称発話／善偏妥当性を思念さ
れた発話，といった道具立てでは不足であるこ
とが明白である。
第２に，以上の難点のゆえに，葱依や卜占を

法的発話の構成装置とするとされる原初的な法
段階と，司法権力を分離して組織体の集合的作
動連関を法的発話の構成装置とするとされる法
段階との間を通底する，法現象の一般規定を与
えることに失敗せざるを得ない。判決の宣告が
非人称発話としても普偏妥当的発話としても把
えられないとすると，橋爪〔1981：102〕のい
う組織体の作動連関による奪人称化的契機とい
う概念は，宙に浮いてしまう。
橋爪〔1978〕〔1981〕の法理論は，法現象が
どこまでも言語にまとわれて定在することに直
載に照準する点で,画期的なものである。だが，
その概念装置はまだ不備なものであり，法現象
の総体を鋭角的に挟り分ける迄に到っていない。
【５】我々は以上にわたり，法現象に対して司
法権力の諸機能とは独立に一般的な規定を与え
ようとする，比較的まとまった代表的な先行業
績の幾つかを見た。だが見て来たような諸先行
業績のアポリアは，司法権力の存在しない社会
や様々のタイプの司法権力を保有するそれぞれ
の社会に共通して適用できるような，法現象の
本質規定を与えることの困難を指し示して余り
ある。こうした試みは不可能か？
私見に依ればそうではない。以上に批判した
Hart,Luhmann,橋爪の理論の内には,幾つか
のかなり有望な着眼が，断片的にではあるが既

連関のもつ奪人称化的契機により，その非人称
性を確保される(L>橋爪[1981:102))。
橋爪〔1978〕〔1981〕の第１の難点は，非人
称発話の概念にある。まず宮台〔1983：839-
840〕か指摘した通り,Rossの遂行分析の深層

アイ

主格がＩ以外取り得ないことは言語学的に証明
で き る の で , ｡ T E L L Y O U ( ] 型 の 深 層
構造は仮設できない。従って非人称発話とは，
発話行為が物理的に帰属する個体（＝核的行為
者）と，発話行為の遂行的主体（＝行為の選択

● ●

性が帰属される番地）として了解される人称
（＝行為当事者)の指示対象とが合致しない発
話＝偏人称発話（宮台〔1983：831,859〕）・の
１特殊場合一行為当事者が特定の指示対象を
持たない場合一として定義されなければなら

アイ

ない。Rossのいう深層主格Ｉとは了解に於ける
● ●

行為当事者という番地を意味する概念と見なさ
アイ ● ●

れる。このＩという番地に核的行為者が入らぬ
● ● ●

場合が偏人称であり，更に如何なる個体も入ら
● ● ●

ない場合が非人称だ。橋爪〔1978〕の挙げる分
裂性発話や葱依や自動筆記はこの意味で確かに
非人称発話である。だがここで次なる問題が生
じる。すなわち，橋爪[1978)[1981]の挙げ
る定理の告知や判決の宣告は，非人称発話では
あり得ない。このことはpythagorasの定理が
分裂性発話により告知されるケースを仮設する
ことで簡単に証明できる。ある発話が分裂性で

● ●

あるか否かは発話形式（の了解）の問題である
● ●

のに対し，定理の告知であるか否かは発話内容
（の了解）の問題である。上記の発話が非人称
的なのはpythagorasの定理を告知するからで
はなく分裂性だからである。従って，真理の告
知としての了解の有無は，了解者が発話内容の
● ● ● ● ●

普偏妥当性（任意第３者への帰属可能性）を即
自的に信奉するか否か，という次元の問題であ
る。だがここで更なる問題が生じる。真理の告
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に示されていると思われる。だが，あらゆるタ
イプの社会から法現象として或る共通の機能
（を果たす装置）を抽出するには，まだ相当の
概念用具の準備ｶﾐ必要である。我々のく規範の
３層構造論＞の各論の１つを構成するく法規範
論＞は，そうした概念用具を提供する試みのひ
とつとして位置づけられよう。

人称性を有する。「日は東から昇る」「人は皆い
つか死ぬ」「今３時です」などは一般に認知的
汎人称性を有する発話であろう。先に挙げた，
定理の告知など了解者に普偏妥当性を信奉され
る発話(20)も認知的に汎人称的である。
他方，覚識主体が或る発話を周知の道徳の告

知として了解する場合，この発話は規範的汎人
称性を有する。「人を殺してはいけない」「近親
相姦はいけない」「親を大切にするべきである」
などは一般に規範的汎人称性を有する発話であ
ろう。
先に紹介したLuhmannの制度概念を採用す

れば，汎人称的な発話とは，覚識主体によって
● ● ● ● ●

制度の告知として了解される発話である。また
●

Hartのルール概念と外延的に対応させれ鵬規
● ●

範的汎人称性をもつ発話とは，特定身体に於て
● ● ● ● ● ● ● ●

社会ルールの告知として了解される発話であ
る(２１も
【３】「発話の奪人称性」とは，覚識主体の了
解に於て，或る発話内に表明された（認知的／
規範的）予期の選択性をどの特定の人称（＝ヒ
ト）にも帰属できないこと・についての認知的
予期が存在していること，を意味する概念であ
る。
最も判り易い例は，占いや呪術の解釈の宣明
である。例えば山中で迷った３人組が棒を投げ
て倒れた方角に進むことにした場合，導出され

● ● ●

る「こちらに進むべきだ」という解釈の言表は，
●

発話の奪人称性を有する。奪人称的な発話に従
● ● ● ● ● ● ●

った行為は，幾つかの条件の下で行為当事者へ
● ● ● ● ● ●

の帰責（＝評価帰属）をまぬがれることｶﾐでき
る。それ故，社会空間の各所では，奪人称的発

オペレーター

話ないし決定を作用素として用いることで，あ
● ● ● ●

る種の行為（主に命令行為）を行為当事者への
帰責（＝評価帰属）から無関連化し，発話ない
し決定の自由度を確保する戦略が採用される(22)。

２「発話の予期帰属性」概念の定式化
【１】法現象の一般的な規定に踏み込む前に，
我々のく法規範論＞に於て中核的な位置を占め
る「発話の予期帰属性」概念を定式化しよう。
この定式化は,Luhmann(1972=1977]によ
る①認知的予期／規範的予期の区別，②予期の
反射性概念，の２つを前提とする(17)。
「発話の予期帰属性」とは，発話内に表明さ

● ●

れている予期が誰に帰属しているかについての
認知的予期・の種差を指示する概念である。従

● ● ●

って予期帰属性は発話を了解する了解者（＝覚
識主体）に相関的な概念である。発話の予期帰
属性は現在く規範の３層構造論＞の立場から詳
細な分類がなされているが('81<法規範論＞の
見地からは，発話の汎人称性／奪人称性／特定
人称性，という相互独立且つ網羅的な分類が有
効である。以下この分類にそって説明を加えよ
う。
【２】「発話の汎人称性」とは，覚識主体の了
解に於て，或る発話内に表明された（認知的／
規範的）予期を任意の人称（＝ヒト）に帰属さ
せ得ること・についての認知的予期が存在して
いること，を意味する概念である('9も発話内に
表明されている予期の認知的／規範的の別に応
じて，この概念は更に，発話の認知的汎人称性
と規範的汎人称性とに，区分できる。
たとえば覚識主体が或る発話を周知の真理の

告知として了解する場合，この発話は認知的汎
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解釈）を発話当事者の人格から無関連化するこ
とを意味することになる。
【５】発話の予期帰属性についての以上の３分
類は，独立かつ網羅的である。従って，発話の
汎人称性／奪人称性／特定人称性，のうちの前

●

２者を合わせて「発話の非特定人称性」と呼ぶ
ことができる。この概念は発話の特定人称性と
対立をなす。
橋爪〔1978〕〔1981〕が非人称発話として一

括するものは，我々の以上の分析枠組から見れ
ば，実はかなり性質の異なる発話を雑多に含む。
先ず，分裂性発話，自動筆記，葱依などは,行
為当事者として了解されるヒトが核的行為者と
合致しないという意味で，偏人称発話である。
このうち行為当事者が特定の人称＝ヒトを指示
しないケースを特に非人称発話と呼ぼう。する
とイタコの口寄せの如き，特定の人称(e.g死
んだ母親など）による葱依に基く発話は非人称
とは呼べない。次に，数学の定理の告知や無署
名の記事などは汎人称的発話である。また，あ
る種の卜占の解読や裁判官の判決の宣告は奪人

● ● ● ●

称的発話である。先述の通り’発話が非人称的
● ● ● ● ●

乃至偏人称的であるか否か，ということと，発
● ● ● ● ● ● ●

話の予期帰属性とは，独立の分類原理に従う。
但し後述するように，発話の有する非人称性は,
当の発話を奪人称化し得る。例えば，呪巫の発

● ● ● ● ●

話はその行為当事者をどの特定の人称にも取り
得ない（＝非人称的）であるが故に，そこに含

● ● ● ● ● ●

まれる予期の選択性はどの特定の人称にも帰属
できない（＝奪人称的）ものとして了解されよ
5(L-55頁)。

先の３人組の場合もこの例にもれないが，この
● ● ● ●

戦略は特に官僚制型組織(23)や高文化以降の法
空間に於て際立つ。
発話の奪人称性は，発話内に表明される予期

の認知的／規範的の別に応じて，認知的奪人称
性／規範的奪人称性に区分される。
【４】「発話の特定人称性」とは，覚識主体の
了解に於て，或る発話内に表明された（認知的
／規範的）予期が特定の人称（＝ヒト）に帰属
されること・についての認知的予期が存在して

● ●

いること，を意味する概念である。ここで事実
● ● ● ● ● ● ● ●

の報告／意見の表明のいう発話区分を用いれば，
事実の報告として了解された発話は汎人称的で
あるのに対し，意見の表明として了解された発
話は特定人称的である。例えば「僕は君が嫌い
だ」「田中は有罪だと思う」などは特定人称的
な発話である。同一の人称に帰属される特定人
称的発話・の集合は，当の人称に帰属する予期
● ● ●

の集合・についての認知的予期を，覚識主体に
対して与え得る。この認知的予期対象を（覚識

● ●

主体にとっての）当の人称の人格と呼ぶことが
出来よう。但し同一の人称に帰属される特定人
称的発話・の集合が，了解者に対して人格（＝
予期集合・についての認知的予期）を析出させ
るか否かは，幾つかの制度的条件に依存する。
行為の評価帰属（＝帰責）を，行為当事者の予
期・についての認知的予期に遡及して導出する

● ●

制度を持つ近代に於ては，任意の行為当事者の
予期・についての認知的予期可能性を，人格に
対する認知的予期によって担保している(24もこ
れと同様の作用により，特定人称的発話（に表
明された予期）の解釈可能性は，逆に，発話当
事者の人格・に対する認知的予期により担保さ
れることができる。
以上の帰結から先取的に言えば，特定の発話
から特定人称性を剥奪することは，当の発話(の

’
1

３法現象の本質規定へ
【１】法の本質規定は，第１次的には次のよう
に明確に与えられる：①任意の粉争に対処する，

●

②社会空間内のどの点（＝個体）に対しても非
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特定人称的であるような発話を，③拘束力を有
するものとして社会内にもたらす，④社会的し
くみが制動化(25)されたもの◎ここで，紛争とは，
２つの個体（または集団）が両立不能な行為目
標（＝一方の達成が他方の達成を阻害し合う２
つの目標）を競い合っていること・を相互に認
識し合っている状態として定義されている。
【２】上の①の訳定は，法を紛争に対処する戦
略としての社会的しくみとして第１次的に把え
ている。だが，このことは法を強制的な抑圧装
置と見なす頻見される見解を採用することを意
味しない。この点を理解するには，紛争への対
処の内実を与える③の「拘束力」の概念を理解
しなければならない。
③で述べた，発話の拘束力とは，そこに表明
された予期に違背するのはやめよう。と任意の

● ●

他者が考え得る，と社会成員たちが認知的に予
期できることによって，社会成員たちが一定の

●

行為（不作為を含む）を選択する可能性を，担
●

保する機能を意味する。法的決定の拘束力はこ
●

の機能に於て考えられねばならない。例えば裁
● ● ●

定なりそれを可能とする立法が，ある行為を禁
止したとする。その決定を伝達された任意の他
者がその禁止を侵犯する行為を控えることを期
待できるようになるが故に，社会成員たちには
（如上の他者の不作為を前提とする）一定の行

● ●

為可能性領域が開示される。同様に裁定やそれ
● ●

を可能とする立法が，特定の権能をある人称な
いし地位に付与したとする。その決定を伝達さ
れた任意の他者がその権能を否定する行為を控
えることを期待できるようになるが故に，その
権能を与えられた個体は（如上の他者の不作為
を前提とする）一定の行為可能性領域を獲得す
る。と同時に，その個体と相互行為関係にある
他の個体たちも，権能を付与された個体が獲得
した行為可能性領域・を前提とする新たな行為

可能性領域を開示される。
従って紛争に対処する発話（裁定）や，それ
及びそれへの認知的予期を可能とする立法は，
社会内の活動促進機能（Ｉ→田中〔1984：５９-
６５〕）を，その拘束力によって発揮する。但し

● ● ● ●

我々は，法の内部に活動促進機能を発揮する権
● ●

能付与規範(e.g行政法)と，制裁による抑止＝
● ●

保障機能を発揮する権能付与規範(e.g刑法)と
を実体的に区別するRaz[1979:163-179),
田中〔1984：59-65〕らの見解を採用するもの
ではない。こうした見解は法現象の拘束力の本
質を逸する(26)(27）Ｏ

●

【３】②で述べた非特定人称的発話は，汎人称
的発話と奪人称的発話を含むが，いづれを採用
するかは後述する法文化の類型により異なる。

●

紛争に対処する（拘束力をもつ）発話が非特定
人称的なものとして経験的に見出される（Ｉ→後

●

述)のは何故か？我々はこの理由を，発話の非
● ● ● ● ● ● ● ● ●

特定人称性が，当の発話を特殊利害から有効に
● ● ● ●

隔離するからだと考えよう。紛争に対処する決
定が特殊利害の告知であると了解される場合，
その決定によって無視された側の特殊利害を持
つ不満分子は，その決定に違背する挙に出る重
大な理由を獲得する。と同時に決定を伝達され
た社会成員たちは，決定に表明された予期への
違背を控えんとする任意の人称の規範的予期を，
認知的に予期しうる蓋然性を減殺される。つま

● ● ●

り決定の拘束力が怯やかされる。その結果紛争
に対処する発話は次なる紛争の引金になるばか
りで，実は少しも紛争に対処できない（＝社会
成員に行為可能性領域を開示しない）ことにな
ろう。

●

発話の非特定人称性が当の発話を特殊利害と
しての了解から隔離し得るのは，先述の通り，
●

非特定人称性が発話（の解釈）を発話当事者の
● ●

人格から無関連化することにより，発話が．そ

Ｉ
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● ● ● ● ● ● ● ●

の人格に帰属すると予期される。特殊利害への
● ● ● ● ●

認知的予期から隔離するからである。
●

【４】④で述べた，非特定人称的発話を拘束力
を有するものとしてもたらす社会的しくみには，
様々のヴァリエイションを認め得る。後述の法
文化類型はこのヴァリエイションに対応する。
先ず紛争に対処する発話として汎人称的発話

を採用する社会（後述の原初的法段階）では，
● ● ●

発話の拘束力は，汎人称的発話が（定義によっ
て）制度の告知として了解される発話であるこ
とで，当初より与えられている。従ってこうし
た社会では，告知されるべき制度が現に社会空
間を一様に覆い尽くしていることが，拘束力を

● ● ● ●

持つ非特定人称的発話を実現するしくみを与え
る。
だがこのような一様な制度を維持しきれない

程度に複雑な社会では，紛争に対処して汎人称
的発話を供給することができない。こうした社
会では，紛争に対処する発話として奪人称的発
話を採用する。奪人称的発話は制度の告知とし

●

て了解されるものではないから，それ自体に拘
● ●

束力はない。例えば私が眼前の紛争に対処すべ
く，当事者らの前でコックリさん等の呪術を勝
手に遂行して奪人称的発話を供給しても，それ
は被伝達者にとり何の意味もない。雲人称的発

● ● ● ●

話に拘束力を与えるには，ある特殊な制度的工
●

夫（後述）が必要とされる。他方，そもそも発
話を奪人称化するメカニズムは，無数に想定で
きる。そこでこのメカニズムの種差により，法
文化類型を設定できる（後述の高文化法段階／
実定法段階）ことになる。
【５】ここで「法的発話」と「１次法」という
２つの概念を準備しよう。
法的発話とは，紛争に対処してなされる，社

会空間内のどの点に対しても非特定人称的であ
るような，拘束力をもつ発話のことだ。この概

念を用いて法の定義を換言すれば，法とは，法
的発話を社会内に供給するしくみの総体である。
従って後述の法文化類型たちは，「法的発話の
構成戦略」のヴァリエイションとして記述され
ることになる。
次に，１次法とは，情況的個別性を離脱した

抽象範晴をもつ行為・に対する規範的予期・を
任意の人称に帰属し得ること・に対する大半の
社会成員の認知的予期の存在，により定義され

● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

る。簡単に云えば「そうするべきだと善通の人
● ● ●

は思っているハズだ，と全員が思い込んでいる
状態」である。１次法は，前述のLuhmannの
「整合的に一般化された行動予期」の概念を借
りている。但しI｣uhmannの概念には，我々の
概念に於ける「大半の社会成員の」に相当する
factorが欠ける(28)。
法現象の一般的規定を,Luhmannの整合的に

一般化した予期の概念によって与えることの不

可能性は既述した。同じ理由により，法の定義
を１次法の存在によって与えることはできない。
後述するように，ある法段階以降，社会内では
１次法の急速な分解や断層が生じる。
１次法は，当該社会の道徳・正義・公平など

の当為原則を含むものであり，前述のHartの
● ● ● ● ● ● ● ● ●

「責務を課す１次ルール」が現にある社会内の
● ● ● ● ● ● ● ｅ ●

諸身体を浸している状態に相当する。

’

｜ト

｜
I

Ｉ

４原初的法段階に於ける法的発話の構成戦略
【１】原初的法段階を次のように定義する：任
意の社会成員が法的発話を分掌し得る法段階。
（乃至社会空間が均質な１次法によって被覆さ
れた法段階｡）
一般に原初的社会は，親族内関係・親族間関

係を恒常的に保持する諸制度を軸とし，社会分
化の度合の低い均質な空間を有する。こうした
空間では凡そ全ての紛争（への対処）は１次法

-４９-
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● ● ●

１つは，姦通者が，姦通を発見した任意の島民
● ●

に非難された後，直ちに自殺するという制度。
もう１つは，ものの占有や処分をめぐる民事的
な紛争に際し，当事者及び非当事者らの集合的

● ● ● ● ●

な発話の応酬による世論の収束をもとに（裁定
者抜きで）解決が図られるという制度。これら
の法的形象は血警と同様な法社会学的特徴（前
述）を持つことにより，血讐との機能的等価性
を仮説し得る：すなわちこれらは共に，任意の

● ● ● ●

成員による法的発話（拘束力をもつ汎人称的発
● ●

話）の供給とそれに引続く執行である，と考え
られよう。

● ● ● ●

【３】ここで原初的法段階に於ける法的執行
(実力行使）の意味を考えよう。ここで法的発
話に先立たれた実力行使を「法的執行」と呼ぶ。
● ● ●一般に社会空間内の実力行使は，法的発話を随
伴するか否かで，法的執行（公認され且つ義務
である暴力）／禁示された暴力に２分される。
Luhmann(1972=1977:123f]は，原初的

法段階(Lｼ注29)の物理的実力の機能を，貫徹
● ● ●

される予期の内容を示し（＝象徴化)，且つその
トラス１．

予期が任意の第３者に帰属することの信頼を生
● ● ●

む（＝実現化)，という２点(30)で押える。つま
り物理的実力は整合的に一般化した予期を支え
る。時には物理的実力は特定の予期の恒常的装
備となることで，予期を整合的に一般化し，法

● ● ●

をつくることもあるとされる(L｡Luhmann
[1972=1977:124])｡
この考えは容認できない。何故なら，実力行

使は法的発話に先立たれない限り，単なる逸脱
乃至無法であり，法的発話を随伴し得て初めて
法の側の恒常的装備であることができるのだか
ら。無法な行為の反復がそれを適法の側に反転
させる予期を整合的に一般化することはない。

● ● ● ● ● ● ● ●

彼の発想は法実証主義の尻尾をひきずっている。
実力行使は，それを公認され且つ義務であるも

によって言及されており，１次法の所在をめぐ
る争いは回避されている。
また原初的社会は，社会空間の未分化性や低

い複雑性ゆえに，共同利害に関する成員間の言
説の一致を見易い。このため仮に紛争が１次法
に言及されていなくても，透明な共同利害に基
く自明な対処の帰趨を期待し得る。
こうした１次法や共同利害の，自明性を有す

る社会では，紛争に対処する発話をどの個体が
分掌しても，発話は汎人称性を帯び得る。何故
なら，発話は既に知られた自明な規範的制度
(L>注21)である１次法の告知として，成員た
ちに了解され，或る周知の自明な共同利害につ
いての認知的汎人称性を帯びた告知として了解
されるからである。このため，この種の社会空

● ● ●

間は通常,裁定者なる特別な役割を要しない(29も
紛争に対処する発話は誰が担っても，それが既
存の１次法（規範的制度）や共同利害（認知的

● ●

制度）の告知自体であるが故に，予めその拘束
●

力（前述）を（制度の存在によって）担保され
ている。
【２】＜未開＞の社会は，紛争処理メカニズム

● ●

として例外なく血警を知っている。血讐の法社
会学的特徴は：①特定の裁定・執行者（司法権
力）に媒介されずに任意の成員を担手とするこ
と，②社会的に公認され制裁を受けぬこと，③
血譽のマルコフ連鎖（血讐に対する血譽に対す
る…）を通常生じないこと，④社会的な義務で
ある（１次法に血響の遂行が書き込まれている）
こと，の４点である。以上の事実は，まさしく，
任意の社会成員が法的発話を分掌し得るが故に
もたらされる，と考えられよう。

● ● ● ● ● ●

血警と機能的に等価な法的形象は，＜未開＞
社会に様々に存する。例えばMalinowski(1926
＝1942→1967：８２-８４，５７〕によれば，トロ

ブリアンドは血讐の他に２つの法的形象をもつ。
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● ● ●

ない。全域的に見れば，1次法は絶えず橋爪の
． ． ． ・ ・ ・ ● ● ●

いう伏在する，次ルール（前述）と同様に存す
● ● ●

る。勿論，局所的に見れば，個々人は１次法に
対象的に言及できよう。しかし，原初的社会で
は，次法が呪述的観念乃至宗教的形象と癒着し
ているが故に，，次法への個々人のlocalな言
及様態も一律に規制されている。ここでは1次
法自身を疑う個々人の営みは禁じられている。
以上の理由により，１次法には社会的な選択肢
が存在しない。従って同一範晴の紛争はいつで
も同じ法的発話による対処を受けるほかなく，
法的発話は改変不能となる。
【５】ここで,､原初的法段階に於ける呪術の意
義を検討しよう。1次法と呪術的観念の癒着一
般の意義については述べたので省略する。今注

● ●

目したいのは，呪術の遂行が法的発話の導出に
利用される場合が存在することだ。多くのく未

・ ・ 。 ●

開＞社会では，単に弱い嫌疑があるに過ぎない
場合，血讐の代替として呪術を用いる(L>Ma-
linowski(1926=1942→1967:79-80])。こ
の理由を次のように考えよう。事実関係が誰に
も明らかではないと社会成員たちに信じられて
いる場合，違背及びそれへの対処を告知する発

● ● ● ●

話は，誰によって担われても汎人称性を与えら
●

れない。そこで，紛争に対処する発話はその非
特定人称性を別の戦略で確保するほかない。と
ころで呪術は，その結果への操作・予見が誰に
対しても不可能であると成員たちに予期されて
いる。例えば呪い殺しが効くか効かぬかは，特
定人称の窓意に帰属しないと予期される。その

． ． ・ ・ ・ ● ● ● ●

結果，呪術の遂行を誰が担ったとしても,その
。 ● ● ●

帰結には（事実関係についての）奪人称的発話
が埋めこまれているものと覚識される。多くの
く未開＞社会で，事実関係の不分明に対処する
血警から呪術遂行への選択的切替が存在する機
能的意義を，上のように考えうる。つまり呪術

● ● ● ●

のへとなし得る法的発話乃至（法的発話の汎人
● ● ●

称性と拘束力を与える）１次法の存在を俟って，
初めて実力行使のマルコフ連鎖を絶ち得ること
を確認せよ。
我々の考えでは，原初的法段階の法的執行は，

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

既存の１次法の存在を前提としつつ，その１次
● ● ●

法またはそれを告知する法的発話の拘束力を，
● ● ● ● ● ● ● ●

紛争の都度に共同的に確認し，再生産する機能
● ● ●

をもつ。拘束力とは威嚇的動機付けではない。
● ● ● ● ● ●

ここでは，既に知られた１次法が表明する規範
● ● ● ● ●

的予期や法的発話の告知するそれ，に対する違
● ● ●

背行為を，任意の人称が採用しないことを，成
● ●

員が当てにできることを意味する。制度の存在
が認知されていても（ルールを知っていても）

● ● ●

その拘束力が期待し得なくなれば，制度はその
意味を失い，やがて制度自身も雲散霧消しよう。
(L> [図1 ) )

Ｉ
ｌ

ｌ

｜

拘束力の確認

ｌ
１ 次 法
法的発話 力行使実

公認化・義務化

〔図１〕原初的法段階の回帰(recursive)
メカニズム

●

以上のように，実力行使は法の外にあって法
● ●

を実現・定立するものではなく，法的発話（や
それを可能にする１次法）の拘束力を担保する

●

社会的しくみ（前述）として，飽くまで法の内
に留まる。
【４】次に，原初的法段階に於ける法的発話の
改変不能性に言及しよう。原初的法段階では，
１次法に対象的に言及する社会的装置が存在し
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は，どの個体も紛争に対処する汎人称的発話を
● ● ● ●

実現できない部分的なケースに際し，奪人称的
発話を利用して敢えて法的発話（と法的執行）
を供給する，原初的法段階固有の戦略である。
またこの呪術は，高文化法段階以降に登場する
裁定手続と，奪人称的発話を紛争に対処して供
給する点に於て機能的に等価である。

びそれが許容する法的執行を統制controlする。
【２】発話の奪人称化メカニズムは後述すると
して，第２点から述べよう。
ここで我々は，「法的裁定」「（裁定）手続」
「（手続）２次法」という３つの概念を準備し
ながら，議論を展開してみよう。

● ● ● ●

法的裁定を定義する：紛争に対処してなされ
る発話で，その内に表明された予期を学習する
こと・に対する規範的予期・を任意の人称に帰
属し得ることについての，社会成員大半の認知
的予期が存在しているもの。原初的法段階では
１次法或は共同利害により，紛争に対処する任
意成員の発話の汎人称性及びそれに基く拘束力
は保障された。だが１次法及び共同利害の分解
は，表明された予期を任意成員が持つものとし
て了解することを困難にする。そこで，この了
解を，或る発話内に表明された予期を学習する
用意を任意成員が持つこと・についての了解に

● ● ●

置き直すことが出来れば，その発話の拘束力は，
汎人称的発話同様に与えられることになる。こ
のように任意の他者の学習（についての規範的

● ● ●

予期）を期待できることによって拘束力（前述）
● ● ● ●

を発揮する発話が，法的裁定である。汎人称的
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

発話と法的裁定とは，拘束力に於て機能的'こ等
●

価である。
ところで，１次法及び共同利害が分解する高

文化社会では，紛争に対処する任意成員たちの
発話は，相互に異なるのが通例である。従って
任意成員が表明する発話に対する学習がいちい
ち期待されたり，その発話が拘束力を持ったり
すれば，社会は完全なアノミーに陥る。そこで，
任意成員の学習対象たることが期待される発話

● ● ● ● ● ●

を，全社会成員に対して特定的に供給する制御
● ●

因子controlfactorの存在が要請される。この
● ● ●

制御因子が（裁定）手続である。ここで裁定手
●

続を定義しよう：法的裁定が任意成員に対して

５高文化法段階に於ける法的発話の構成戦略
【１】高文化法段階を以下に定義する：①特定

● ●

の成員のみが法的発話を分掌し得（＝裁定手続
の分離が存在し)，②立法手続の分離の存在し
ない法段階。これは先述のLuhmannの定義と
● ● ●

外延的には等価である。高文化法段階は，法空
間に与えられる如何なる機能的要請に対処する
メカニズムか｡
高文化社会に於ては，第１に征服等による社

会範域の拡大により社会空間が均質な親族原理
を超出すること，第２に経済的地位の分化によ
り階層的特殊利害が分裂すること，が法空間に
以下のような環境を提供する。
第１に,､紛争が増大するため，法的発話への

需要が増大する(３１)。
第２に，紛争の増大が要請する血譽の増大は，

経済空間の複雑性(e.g経済行動)と両立しない
ので，法的執行の新形態が要請される。

● ● ● ● ● ●

第３に，社会空間内での１次法の分解，及び
● ● ● ●

社会内の特殊利害の多様な分岐による共同利害
● ● ● ● ● ● 、 ● ● ● ● ●

の透明性の減少は，紛争に対処する拘束力ある
● ● ● ● ● ●

汎人称的発話の任意成員による分掌可能性を減
少させる。
高文化法段階は，以下の２つの戦略の統合に
より，以上の環境に対処する。
第１に，法的発話を奪人称化するメカニズム

を採用する。
第２に，法的な手続を特定化し，法的発話及
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● ● ● ● ● ●

立したりできる過大な性能を賦課されている所
から来る問題点は，既述した(LP40頁,43頁)。
我々の手続２次法の概念には，１次法の改廃
定立能は賦課されていない。手続２次法とは

●一言で言えば位意の成員が手続に帰依する用
●

意を持つことへの分有された予期である。こ
● ● ● ● ●

のことは，任意の成員に裁定が確実に伝達さ
● ●

れ彼らがそれを現に学習するに相違ない（が故
● ● ● ●

に,結果的に決定内容が任意の成員に帰属する）
こと，についての予期が分有されていることを，
全く含意しない。実際，高文化法段階に於て，
日々行なわれる法的裁定の内容など大半の成員
は知らないし，成員たちもそう意識できる。重
要なのは，手続２次法の存在が，任意の成員が
手経に帰依する用意を持つことへの予期・を社
会成員に与えて置くことにより，手続を経由し

● ● ●

た発話に被伝達者への拘束力(L｡48頁)を与え
ることである。その意味で手続２次法とは，紛

● ● ● ●

争に対処する発話ｶﾐ既存の制度の告知でなくと
● ● ● ●

も，その発話が拘束力を発揮できるようにする，
● ● ● ● ●

制度的工夫(L>48-49頁）である。
● ● ●

第３に，手続２次法概念は正統性legitimacy
概念と密接に連関する。Luhmann(1972=1977

● ● ● ● ● ●

：286-290〕は，決定の正統性を，決定を学習
することが第３者によって規範的に予期されて
いること．についての認知的予期によって定義

● ● ● ● ● ●

した。また，彼は一定の手続に決定を正統化す
る機能を認める。彼によれば，手続が上記機能
を持つ理由は，手続内に，紛争の脈絡を構成す
る日常的な役割連関から・大幅に分離された特
別の役割及び準則が設定されるが故である(L｡
Luhmann(1972=1977:288])｡彼の記述は
全く不完全ながらも(34)，手続内に，決定を特殊
利害から切断する装置が含まれることに照準す
る。これは我々の理論では，前述（48頁）の発
話の奪人称性に相当する。だが発話乃至決定の

● ●

発効(32)するために要請される脈絡の総体(eg.
特定の裁定者，発話状況，法テクスト，遂行順
序，……)。

一つ、、

以上で得た，法的裁定・裁定手続の概念対を
● ●

総合すると，次の手続２次法の概念が導出され
● ● ● ● ●

る。手続２次法を定義する：特定手続を経由し
て導出された発話（＝決定）。に表明された予

●

期を学習すること・に対する規範的予期・を任
意ゐ人称に帰属し得ることについての,社会成

● ● ● ● ●

員大半の認知的予期の存在。この手続２次法の
存在を根拠にして，高文化法段階では，手続を
通じた法的裁定を用いての。拘束力ある法的発

フ エ

話が，制御された形で実現される。また，武力
一 デ

闘争（＝法的執行）が社会空間内に過剰に生産
される事態が，武力闘争を許容する法的発話・
の統制により，効果的に抑止されるのである。

● ● ● ● ●

【３】ここで，手続２次法の概念に注目しよう。
第１に，この概念は，１次法との対比で理解
されねばならない。１次法も手続２次法も共に，
● ● ● ● ● ● ● ●

規範的制度（＝或る規範的予期を任意の人称に
帰属できること・についての認知的予期が，広
汎に分有されていることL>注21)の一種であ

● ● ● ● ● ●

る。１次法は様々な種類の（一般範晴により表
● ● 口 ●

示される)特定行為を指定するのに対し，手続２
● ●

次法は手続関与的発話（＝決定）の学習という
● ● ● ● ● ● ● ●

１種類の行為だけ(33)を指定する。この意味で手
続２次法は1次法よりも規範的制度として簡潔
である。手続２次法の簡潔性は，先述した高文
化社会の社会分化にも関らず社会全域を覆う規
範的制度として自らを維持し得る，１次法に比
して圧倒的に有利な条件を構成する。
第２に，手続２次法の概念は,Hartの２次

● ● ●

ルールやLuhmannの制度化の制度とは似て非
なるものである。２次ルールや制度化の制度と
いう概念が，（我々の用語系で言えば）現存す

● ● ● ● ●

る１次法を改変・撤廃したり未存の１次法を定

｜
’
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● ● ●

奪人称性がその拘束力を自身では調達できない
のと同様(L>49頁),決定が特殊利害の告知と
して聞かれないだけでは，それを学習すること
への任意第３者の規範的予期を誰もが認知的に

● ● ● ● ● ● ● ● ●

予期すること（＝正統性）は帰結されない。従
● ● ● ● ● ● ● ● ●

って,手続(の構成の仕方）が決定を正統化する
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

のではない。手続経由の発話に正統性があるの
は，任意成員が手続に帰依する用意を持つこと
への予期が分有されているという端的事実（＝
● ● ● ● ● ● ● ●

手続２次法の存在）に基づく。つまり，手続２
● ● ●

次法が決定を正統化するのだ。
第４に，分裂した１次法や不透明化した共同

●

利害に抗して拘束力を有する非特定人称的発話
を供給する戦略には，手続２次法以外にも幾つ
か存在する。手続２次法の存在によって定義さ
れることになる高文化法段階は,Luhmannの
く前近代高文化の法＞と外延を同じくすること
を既述した。従って，特に中国法圏，インド法
圏，イスラム法圏，ギリシア・ローマ法圏（ヨ
ーロッパ大陸法圏)，アングロサクソン法圏が

経験的外延である(L>Luhmann(1972=1977:
186])｡Luhmann法理論では，実定法段階に
入っていない法圏は，原初的法圏と高文化法圏

● ● ● ●

に直和分解される(L>Luhmann[1972=1977:
166〕)。だが，（前近代）日本法圏は，以上３分
類のどれにも収まらないことが明瞭である。前
近代日本法圏は原初的でも実定法的でもない。

● ● ● ● ● ● ● ● ●

しかしLuhmannが手続を通じた正統化によっ
て特徴づける高文化段階も，前近代日本法圏に
そぐわない。何故なら，日本的法空間は，２者

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

間の紛争に，手続への任意第３者の絶対的帰依
への当事者の予期によって対処する仕方を知ら
ぬ。我々の用語系では，旧日本法圏は手続２次
法を知らぬ。そこでは，山本〔1983〕が「空気
pneumaの支配」と呼び，橋爪[1983)が「to-

● ● ● ● ●

gethernessの優越」と呼ぶ特殊な戦略が採用さ

● ●

れる。個々の成員は，自らを含む近傍を構成す
る諸成員の予期を学習するように期待されてい
る。我々の見解では，この日本的特性は，分裂
した１次法及び不透明化した共同利害に抗して

● ● ● ● ●

紛争に対処するための，手続２次法に代替的な
● ●

固有の戦略である。これを近傍２次法と呼び，
● ● ● ● ● ●

以下のように定義する：近隣の諸人称に帰属さ
れることが認知的に予期される予期(35)(を表明
する発話）を学習すること●に対する規範的予

● ● ●

期．を任意の人称に帰属し得ることについての，
大半の成員の認知的予期の分有○手続２次法も

● ● ● ● ●

近傍２次法も共に，予期乃至発話の学習につい
● ● ● ● ● ● ●

ての規範的制度である点で同じだが，学習対象
● ● ● ●

たる予期を制限する制御因子が異なる。前者は
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

固定した手続。後者は或る予期が近傍的諸人称
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

に帰属すること（・を演出する装置)○後者は，
● ● ● ●

手続の如き固定装置を要しない点がポイントで
ある。近傍２次法研究は別稿を期す○
【４】高文化法段階に於ける実力行使の意義は
以下の２点で押えられる。
第１に，高文化法段階では，裁定者が紛争関

係者の実力行使（の発話への予測）により影響
を受ける可能性・への成員らの認知的予期を排

● ● ● ● ● ● ●

除し，紛争に対処する発話が特殊利害の告知と
して聞かれる可能性を抑止することが要請され
る。紛争に対処する発話が特殊利害の告知とし
て聞かれる際の危険は既述した(L>４８頁)。こ

●

のような要請に，分離した政治権力による。組
● ● ● ● ● ● ●

織された強大な物理的実力の発動可能性，に対
する分有された認知的予期が，対処する(36:'。こ

● ● ● ● ● ● ● ● ●

れを実力行使に於る法的裁定の中立化能と呼び
得る。裁定機関（司法権力）の分離が政治権力
の分離及び組織化を前提とする１つの理由は，
そこにある。
第２に，法的執行（への予期）は’２次法が

● ● ● ● ● ｡ ● ●

法的発話に対して与える拘束力を確認し，再生

-５４-
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呪巫の発話や卜占の解読を奪人称化メカニズ
● ● ● ● ●

ムとして用いる法的裁定が経験的に土俗の王権
を随伴する(e.g古代中国法圏)のは何故か？
第１に，呪巫も卜占も裁定手続一般の特徴と
して，政治権力の分離及び組織化を前提とする
(L>54頁)｡王権もその１つだが，それが土俗
であるべき理由は以下の通りである。
すなわち第２に，部族範域を大幅に超出する

広大な王権は（日本の如き特例を除き）先住民
の土俗の観念形象を踏み散らし，呪巫や卜占の
立ち入る余地をなくす(Lシ橋爪(1978:65])。
第３に，部族範域を超出する広大な王権は，

異質な親族原理の競合や，征服者／被征服者に
またがる統治組織の複雑化により，呪巫や卜占
の言い当てる共同利害の成員間透明性が減じる
(Lシ橋爪[1978:71))。そもそも王権と結合す
る呪巫や卜占は，ある程度１次法や共同利害の
分化の進んだ段階の戦略であることは他の高文
化段階同様である。だが呪巫や卜占のたぐいが
現に法的裁定として機能し続けるのは，それら
が共同利害と信じられるものを言い当てる確率
が高いことに負う。呪巫や卜占が実際にデタラ
メでランダムな裁定を導き続けるなら早晩社会
はアノミーに陥るから。呪巫や卜占解読者が語
る裁定は，彼らが平時に語り得る内容を告知す
る(Lｼ橋爪[1978:71))。従って彼らが平時

● ● ●

に共同利害に通じていることが，裁定の内容的
妥当性を実現することになる。
第４に，ある程度統治組織を複雑化させた王

権により，呪巫や卜占が有する計算不能性は不
都合である(Lｼ橋爪[1978:65])。
さて原初的法段階に於ける呪術の使用(L→51

頁）も，高文化法段階に於ける王権と結合する
呪巫．卜占もともに，どの社会成員も紛争に対
処して汎人称的発話を実現できない時に敢えて,
拘束力ある奪人称的発話として法的発話を供給

産する機能を持つ。これは，原初的法段階に於
て，法的執行が，1次法が法的発話に対して与

． ・ ・ ・ ・ ● ● ●

える拘束力を確認し，再生産する機能を持つの
とパラレルである。Luhmann[1972=1977:
123f]に依れば,原初的法段階の物理的実力は，

。 ● ● ● ● ●

貫徹される予期の象徴化・実現化の２機能を持
つが(L>５0頁),高文化段階では前者は決定に
委ねられ，後者のみが物理的実力の担う所とな

●

る。つまり実力行使は，与えられた法的決定内
蓉が任意の第３者に帰属することへの認知的予
期を生froだが既述の通り(L>50-51頁),こ
の考えは誤りである。原初的法段階で，1次法
乃至それが拘束力を与える法的発話がなければ
実力行使も単なる無法であるのと同じく，高文
化法段階でも，２次法乃至それが拘束力を与え
る法的発話が在って初めて実力行使は法の側の
装備となる。これが逆に捕えられてはならない。
実力行使は，２次法によって正統性を与えられ
た法的発話の既存を前提にして，その（既にあ
る）拘束分を,任意第３者への遵法的動機づけ

トラスト ● ● ● ● ●

･に対する信頼を経由して確認し，再生産する。

【５】法的発話の奪人洲ﾋメカニズム(L>４９頁）
は，（裁定）手続の構成の仕方により，様々な変
種を含む。ここでは，①原初的法段階との境界

● ● ● ●

事例として，土俗の王権と結合する呪巫／卜占
(c.f.橋爪[1978)),②実定的法段階へのステッ

● ● ● ● ●

プとなる，法テクスト(37)（法令，判例）への言
及に基づく裁定，の２類型のみ考察しよう。

● ● ● ● ● ●

葱依を経由した呪巫の発話は，その非人称性
(L>４５頁）に基いて，奪人称性(L>４６頁)を獲
得する。これは発話了解に於て，行為当事者が
指示対象を逸するが故に，発話に表明された予
期の選択性の帰属先も同時に不明となるからで

● ● ● ● ●

ある。他方，卜占の解読は，卜占結果が誰にと
っても操作不能・予測不能であるという不確定

●

性への予期に基いて，奪人称性を獲得する。

｜
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する点，また双方とも土俗的宗教形象と結合す
る点で，機能的に等価である。だが，前者は飽
くまで血讐等の汎人称的発話の構成戦略の補完
的代替であり，法的発話の拘束性の淵源の総体

● ● ●

を２次法へと移譲する後者とは異なる。また前
者はその補完的機能ゆえに必ずしも呪術執行者
を特定役割として分離しないが，後者は特定役
割を分離して手続を固定することで，高文化法
段階に課せられる幾つかの課題(L>52頁）に対
処する。裁定一執行の特別役割の分離は特に，
複雑な経済行為等の母体である日常的相互行為
領域から，リスクの大きい相互暴力可能性を低
減する。
【６】次に，法的発話の奪人称化メカニズムと
して，法テクストへの言及に基く裁定を採用す
るタイプの高文化法類型を検討しよう。
Luhmann[1972=1977:179)によると，こ

●

の法類型は，社会に現存する法（慣習）が裁定
● ●を拘束する，という観念の成立を前提とする。

この観念の成立を「法概念の第１次転回」と呼
ぼう。
裁定者は当初，社会の中に規範的制度として

現存する１次法（上記のLuhmannの云う法）
● ●

をその都度発見し，裁定を下す者であっただろ
う。川島〔1977：６０〕の用語でいえば，慣習規
範を裁判規範として採用することに当たる○だ
が川島の述べる通り，慣習規範（１次法）が多
様かつ流動的な社会では，裁定への信頼は低減
する。この際取り得る戦略が幾つかある。
第１は，１次法の不均質状況に対応して，社

会空間の限られた範域だけに効力をもつ裁定手
続を，社会空間の随所に散在させる戦略である。
この種の戦略は，政治システムを家（オイコス）
内部で作動させる家父長制家政を有する社会で
採用される。そこでは同一社会に存する複数の
家政毎に，裁定手続が分離される。ホメロス時

代のギリシア，アフリカ諸王国，前近代ロシア，
ローマ帝国崩壊後のエジプト，一般ラント法典
以前の中世ドイツ(e.gアジール)で採用された
戦略である(L>Luhmann[1972=1977:188))。
第２は，社会空間内にまだらに存在する１次

法を，宗教システムの力を借りて「神聖な法」
として統合する戦略である。そうした神聖な法
の代表事例は，宗教的改革運動を経て成立した
イステム法である(L>Luhmann(1972=1977:
187〕）。
そして第３が，裁定の塁積を通じ或は専門的

法律学者による培養を通じて，裁定のための決
定前提を法テクストとして定在させる戦略であ
る。この戦略を採用し得た社会（欧州大陸法圏，
アングロサクソン法圏）だけが実定的法段階へ
の通路を獲得する。
この３つの戦略は共に，「裁定の慣習による

拘束」という観念を（擬制的に）保持し続ける。
● ●

それが擬制なのは，裁定という法的発話の供給
戦略自体そもそも１次法のある程度の分解に対
応するからである。だが逆に注目すべきは‘’１

● ●

次法の分解や流動性が徹底した場合には，上記
擬制が不可能になる点である。故に判り易くい

● ● ●

えば，高文化法段階は中程度の社会分化に対応
するものだ。

● ●

上記の擬制は，①裁定の奪人称性の獲得，②
● ● ● ●

手続２次法に対する反省に於て，手続２次法
(L"53頁）が言及する「学習への規範的予期」

● ● ●・の正統性（「学習への規範的予期」を学習す
ることへの規範的予期・を任意の人称がもつこ
とについての認知的予期一正統性の正統性(38）
と呼ぶ）を与える事，の２点の要請に応えるも
のだ。
さて，裁定の前提を法テクストとして定在さ

せる第３戦略を採用する場合は，経験的に見て，
欧州大陸法圏的戦略（ローマ法的戦略）／アン
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を（始めから含まれていたものとして）与える
点にポイントがある。裁定者の解釈は，法テク
スト内の概括的範晴に一定の実質的内容を新規
に盛ったり改変したりしつつも，予め法テクス
トに含まれていた含意であるかのように作り‘な
す。その結果一定の制限内ではあるが裁定の柔
軟性と裁定の奪人称性の保存とを両立させるこ
とができる。
次にコモンロー的テクストの特徴は以下の通
りである。①個別的紛争に対処した裁定の先例
蓄積である。②どの先例も自らの先例に言及し，
言及の線型の鎖列を構成する。③鎖列の端点は
記憶の彼方の習俗に溶けこんでいる。④その結
果コモンローの内容は歴史の中にだけ根拠をも
つという理念が存在する。これら諸特徴により，
● ●

先ず法テクストが含む予期は奪人称性を帯び，
● ●

特殊利害から隔離される。次に，法テクストへ
● ●

の裁定者の言及が類推analogyと呼ばれる言説
技術を採用することで，法テクストの奪人称性
は裁定内に移植される。類推とは，先例に於け

● ● ⑤ ● つ い

る事実と判決との結合対，及び目下の判決が取
り扱う事実と先例に於ける事実との類似性（同
一性）とから，目下の事実に先例の判決を結合

● ● ● ●

する操作である。これは３段論法ではないが形
式論理的操作である。法テクスト内での先例に
於ける。事実と判決の結合に対する規範的予期
が奪人称的であり，目下の事実と先例に於ける
事実との同一性への認知的予期が汎人称的であ

● ● ● ● ● ●

れば，論理操作の帰結たる裁定は奪人称化され
る。
ここで我々は，裁定手続の構成要素として奪

人称化された法テクストを採用するような，高
● ● ● ● ● ● ●

文化法段階内の１類型を，高度な高文化法と呼
ぶ。高度な高文化法は，裁判規範（法テクスト）
と慣習規範（１次法）を離隔することで，裁定
内容の選択肢が事実的慣習（１次法）を離脱し

グロサクソン法圏的戦略（コモンロー的戦略)
とに下位区分できる。
ローマ法的法テクスト乃至その集大成である

パンデクテンの特徴は以下の通りである。①特
定の紛争とは無関連な抽象的概括規範（＝３段
論法の大前提）である。②莫大な数の法律家ら
が時間をかけて練りあげたものであると知られ
ている。③既存の法慣習の中の原理を探り当て
ているという理念を随伴する。④テクスト内部
は（理念的には）形式論理的統一が図られてい

● ●

る。これら諸特徴により，先ず法テクストが含
む予期は奪人称性を帯びると同時に，それゆえ

●

に特殊利害とは無関連であると了解される。次
●

に，ローマ法的法テクストへの裁定者の言及が，
ヘレンズム的言説技術である推論及びへプライ

● ●

ズム的言説技術である解釈のみに依拠する（と
信じられる）ことで，法テクストの奪人称性は
法的裁定内に移植される。推論とは，形式論理
と呼ばれる規則に基く，言説間の演算(e.gAB
→C)や変形(eg.E→D)である。形式論理の
特徴は，操作以前の言説の予期帰属性が操作後
に一定の仕方で保存されることだ。例えば，変
形操作AB→Ｃに於て,AとＢが共に汎人称的
ならＣは汎人称的となる。一方が汎人称的で他
方が特定人称的ならばＣは特定人称的となる。．
我々にとって重要なのは，一方が奪人称的で他
方が汎人称的である場合にＣが奪人称的となる

● ● ●

ことである(39も法テクストが構成する大前提が
奪人称的であり，裁定が前提とする事実が構成

● ● ● ● ● ● ●

する小前提が汎人称的である場合，３段論法の
● ● ● ● ● ●

帰結たる裁定は奪人称化される。こうして推論
の採用により，裁定は法テクストの奪人称性を

● ●

保存し得る。他方，解釈は古代ユダヤに於ける
ラ ピ エホノマ

律法学者・預言者による神の意思の解釈に紀源
をもち，正統教会の教義学へと移植された技術
である。解釈は概括的範晴に対して実質的内容

’
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て複雑性を増大させる可能性を拓く。その意味
で高度な高文化法は実定的法の準備段階として

の重要性をもつ。（以下次号）

注
(1)この機能を彼は「社会的強制」と呼ぶｶ3,そ
れは傍点部分をトートロジカルに換言したもの
であって，物理的実力による威嚇を必ずしも含

意しない点で，強制説を取っているとは全く言
えない。

(2)自然法の系譜についてはd'Entreves(1950=
1952〕が原理的な変遷を明確に辿っている。

(3)法実証主義とは本来，ある法／あるべき法の
● ●

唆別を基本テーゼとする立場を指すが，前者の
効力を担保するべく法服従義務ないし物理的実
力による強制を道具立てとする-事実上司法
権力の存在を前提とする-場合が多い。上記
唆別を果たす点でHartも1｣uhrnannも法実証
主義に数えられることがある(e.g田中(1984:
95ff))。Hart(1961=1972]は上記の唆別テ
ーゼと付随的道具立てとは独立の主張であると

考え，自らは前者にのみ与し，双方を主張する
「威嚇理論」を退ける。Luhmann[1972=1977]

もその点同じだが，物理的実力に強制機能とは
トラスト

区別された法信頼調達機能を認めてその意義を
重視する点で異色である。
(4)その他の難点の詳細は勁草書房よりの近刊拙
著(宮台〔1985〕）を参照せよ。
(5)これは概念構成に由来する原理的な問題であ
る。Hart(1961=1976:117)によれば全ての
発達した法体系は究極の承認のルールを持つ。

● ● ● ●

何故なら，あるゲーム（のルール）の妥当性を
● ● ● ● ●

与えるゲーム・の積鎖は，有限長である他なく，
端点に相当するゲームを結実させざるを得ない
からである。この端点に当たる究極の承認のル
ールは，当の法体系内で参照されるべき・序列

● ●

化された基準のうちの「最高の基準」-日本

であれば憲法一を，ルールに基くゲーム内で
与える。さて問題は，最高の基準が自己否定的
な要素を含み得る事実である。憲法はその内部
に改正条項を書き留めることで，現実の自己存

● ●

在の正統性を，未だ議会により改正されていな
●

いことに担保される。今，議会自身の正統性は
憲法により担保される。そしてこの正統な議会

● ⑭ ● ●

の作動は憲法を改め得る。すなわち，最高の基
●

準を参照することによって承認されるゲーム
（究極の承認のルールに承認された立法府の営

● ● ● ● ●

み）は，当の最高の基準自体を変えることでそ
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ｑ ｌ ● ●

れに基く究極の承認ゲームのルールを変え得る。
● ｑ し ● ●

故に先述の通り，究極の承認ゲームが現にある
ことは，それによって承認された変更ゲーームに
● ● ● ●

依存する。何故なら未だに憲法改正の営みが生
● ● ● ●

じていないという外的事実も変更のルールに基
くゲームが与えるからである。それ故究極の承
認のルールは，近代実定法空間では（他の変更

● ● ● ● ● ● ●

のルールなどに比べて）究極ではないと証明さ
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● Ｇ １ ● ●

れる。２つのゲームが互いに他を承認し合って
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ０ １ ● ●

いる時，言語ゲーム論的には１つのゲームであ
● ● ● ● ● ● ●

ると見倣される。複合言語ゲーム論的立場に固
● ● ●

執するHartは，円環した言及体系を無理に線
●

形に引き伸ばすために，高文化法空間と喪定法
空間とを特性化し分けることができない‘，（詳
細は注(4)近刊拙著参照)。

(6)それ故に我々は,Hart[1961=1976)の所論
をほぼ全面的に継承する橋爪〔1984〕の議論に
も相対時することになる。橋爪の見解は彼の勁

草書房刊の近著(橋爪〔1985〕）に詳細に示され
る予定なので期待したい。

(7)LuhmannがHartの諸概念を熟知しつつ
Luhmann(1972=1977:93]の註の中でしか

-５８-
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はな<記述を意図するものと了解しよう。
脳重要なのは，立法があることを以って実定法
段階とはなし得ないことだ(LLuhmann
〔1972＝1977：214〕)。実定法段階成立は後す
る「合法性の循環」の成立を指標とする。

側ここにはLuhmannにしばしば見られる悪し
● ● ● ● ● ● ●

き循環論法がある：謂わく，規範化の反射性は
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

無関連化＝部分システム分離により可能とされ，
● ● ● ● ● ● ● ●

無関連化＝分離は（合法的法改変）手続により
● ● ● ● ● ● ● ●

可能とされる。だが，この合法的法改変手続の
● ● ● ● ● ● ●

成立自体が，規範化の反射性成立に相当してし
● ●

まうという循環である。重大な欠陥だが，宮台
〔1983：1097-1107〕は，実定法に成立する事

● ● ● ● ● ● ● ●

態を反射性より一段意味の強い自己言及性によ
って把え，自己言及的空間の成立自体を部分シ

● ●

ステムの分離と定義する代替モデルを提案して

いる。

ＭしかしLuhmann(1972=1977]では，ある
●

過程(eg.規範化）を同種の過程に適用する反
● ●

射性の機能に重点が置かれるがく個々の活動的
要素が他の要素を経て，ひるｶﾇえって自らに関
係するといったいわば自己接触>(Luhmann
〔1984：229〕）により定義される自己言及性に
関する記述は弱い。

側詳細な指摘は宮台[1983:1007-1008)参照。
㈹Ross(1970]の証明は当初より反論の集中
砲火を浴び，今日ではinvalidな理論とされて
いる(L→Gazder(1979)Froser[1971])。

伽認知的／規範的予期の区分は，予期への違背
● ● ● ● ● ● ● ●

認知後それに適応した学習＝予期変更が生じる
● ● ● ● ●

か／違背に学習せず予期を貫徹するか，という

区分に相当することは既述した。予期の反射性
とは，予期することの予期．すなわち予期過程
の自己適用を意味する(L参注１０)。

(１３現在，発話の予期帰属性の詳細な分類をもと
にして，組織論を再構成する作業を継続中であ

その継承関係を明らかにせず，また参考文献に
● ●

も載せていないことに対しては，何らかの作為
を感じざるを得ない，と表明して置く。

● ● ● ● ● ● ● ●

(8)違背認知後それに適応した学習＝予期変更の
なされる予期は認知的予期と呼ばれる。規範的

● ● ● ●

予期は当為命題により内容を記述される予期に，
● ● ● ●

認知的予期は事実命題により内容を記述される
予期に，対応する。予期に予め上述の種差が設
定されていることが，予期の違背処理メカニズ
ムを与える。（以上Luhmann[1972=1977:

63ff))。
(9)Luhmann自身は後者の用語を重点的に用い
る。彼のルールまたは制度概念は，その規定か
ら一目瞭然の通り,Meadの,general ized
ofhersとrole-takingの２大概念を複合させ
た「一般化された他者・の役割の取得」（一般

● ● ● ●

的他者の反応を自己の内部で再現すること）
(L>Mead[1934=1973:98,268])の概念と
ほぼ同一である。但しLuhmann(1972=1977]
にはMeadへの言及がない。上記のMead概念
の詳細と有用性に関しては宮台〔1982：１２５-
158〕〔1983.:386〕参照。

Ⅲ制度化することの制度，学習についての学習
● ● ●

などのように，ある過程を同種の過程に対処さ
● ● ●

せる（＝過程の自己適用）ことで，ある同一的
● ●

な過程総体の選択能力を上昇させることを，
Luhmann[1972=1977:88][1974=1984:
94-95〕は，「過程の反射性Reflexivitat」

と呼ぶ。これはBateson(1964→1972:279ff]
が，「変換過程に内存する論理階型・の上昇」
と呼ぶものであり，サイバネティクスでは周知
のメカニズムである(L>Bateson[1979=1982
:155-174])｡

● ●

01)機能論的社会変動説明図式のアポリアは，恒
松ほか〔1981〕〔1983〕に明らかにされている。

● ●

だがここでのHart及びLuhmannは，説明で

’

Ｉ
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る。
● ●

側人称とは，覚識主体に於てヒトとして了解さ
れているもの，と理解されたい。詳しくは宮台
〔1985〕のく人称論＞を参照。

剛この種の発話の分析には，能知主体の２肢性
を論じる廣松[1972:30ff)の記述が参考になる。

C1)Luhmannの制度概念に於ては制度化されて
いる予期が認知的であっても規範的であっても
よい点が特徴である。故に我々は彼の制度概念

を更に認知的制度／規範的制度に下位分類でき
る。Hartのルール概念は当為性を構成要件と
するので(L>Hart[1960=1976:4ff]) ,外延
的には上記の規範的制度に対応する。発話の認
知的／規範的汎人称性の別は，認知的／規範的
制度の告知としての了解の別に対応するので，
規範的に汎人称的な発話は，ルールの告知とし
て了解される発話であることになる。

剛この件については，＜行為の評価帰属論＞と
して稿をあらためて詳細に論述する。

剛組織類型論に関しては来たるべき拙論を参照
のこと。

伽この件については，＜行為の評価帰属論＞と
して別稿を期す。

㈱ここでの制度概念は先述のI｣uhmannのもの
を借りている。

鯛この拘束力概念は組織論的にも重要である。
"Hart(1960=1976)は法体系の活動促進機能
を，２次ルールが１次ルールを改変し得るが故
だと考えるが，我々はこのような危険は発想
(L妻前述）に与する代わりに拘束力の概念を用
いる。

剛我々は，ある予期Ａが任意の人称に帰属する
と（覚識主体により）認知的に予期Ｂされる場

● ● ● ● ● ●

合，準則という概念を用いる。準則は覚識主体
● ● ●

（当事者）相関的である。次に，上記予期Ｂが
● ●

大半の社会成員に分有されるとき，制度の概念

を用いる。制度は準則の分有であり，社会空間
● ● ● ● ● ●

相関的である。１次法は制度の特殊場合となる。
Luhmannの制度は我々の準則に相当する。故
に彼の予期の整合的一般性も我々の準則の特殊

場合となっている。
㈱HartやLuhmannは，事実上司法権力(Hart
＝２次ルール,Luhmann=裁定手続）の存在

しないことをもって原初的法段階を定義し’た。
● ●

我々の定義も外延的には等価である。但L,,我
々は何故司法権力をもたない社会があり得るの

か，理由を明示する。
剛この考えは法的執行に威嚇的な直接的動機づ

け機能を認めぬ点で，威嚇理論の弱点の１部を
克服する。だが直後に述べる通り，同型の弱点
をひきつぐ。

61)経済的地位分化による決定需要の増大は，
Luhmann(1972=1977:176]を見よ。

鯛発効の概念の詳細は宮台〔1983：243-315〕
を見よ。

剛ここでの行為の概念は以下に定義されそ'：予
期の対象となり得る事象のうちで，その選択性
を（覚識主体に於て）何らかの人称に帰属し得

● ●

るもの。この概念は，学習の如き心理的能作も
含む広汎な概念だ。
剛特別な役割が分離されるだけでは，その役割
を帯びた個体の決定が特殊利害を告知しないこ
とを保障し得ないから。

鯛山本〔1983〕のいう空気はこれに相当。
鯛但し，法的執行自体は当事者に委ねられるこ
とも多い。政治権力の組織する暴力装置は，中
立な法的裁定×法的執行，の全体を担保する。

剛この用語は橋爪〔1978〕より借りた。
剛換言すれば，（手経を経由する発話の）正統
化装置・のそのまた正統性である。

柵詳細は別稿を予定。

｜
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